川崎市の「公契約条例」概要
Ⅰ　概況
１．全国で2例目、政令市で全国初
２．条例は、12月15日の市議会本会議で全会一致で成立
３．2009年12月に市議会で初めて前向きな答弁があり、その後約1年かけて準備を重ねて、成立した。この間、9月に実施したパブリックコメントには、反対意見は一つもなかった。
４．連合神奈川・川崎地域連合・川崎市職労・全建総連等の努力の結果
Ⅱ　改正条例の概要
１．条例の改正
川崎市契約条例の一部改正として提案されたが、従来の条例は、市議会に付すべき契約（地方自治法第96条1項5号に基づく）、長期継続契約（地方自治法施行令第167条の17）について定めたものであり、わずか4条しかない。これに、新たに市の契約に関する基本を定めるとともに、作業報酬の下限額を定める契約について定めた条項（いわゆる「公契約条例」）等が付け加わり、全部で13条となった。
２．条例の構成
条例は以下のとおりとなっている。
第1条「目的」、第2条「市の責務」、第3条「市の契約の相手方になろうとする者等
の責務」、第4条「施策の基本方針」、第5条「議会の議決を要する契約」、第6条「長
期継続契約を締結できる契約」、第7条「作業報酬下限」、第8条「特定工事請負契約
等の内容」、第9条「対象労働者の申出」、第10条「立入調査等」、第11条「作業報酬
審議会」、第12条「指定出資法人等の契約」、第13条「委任」
３．条例の対象となる工事および請負等　
（１）特定工事請負契約　　予定価格6億円以上の工事の請負契約
（２）特定業務委託契約　  ①予定価格1000万円以上の委託契約
　　　　　　　　　　　　  ②指定管理者と締結する協定
＊委託契約：人的警備、建物清掃、屋外清掃、施設維持管理、データ入力
４．対象労働者
（１）特定工事請負契約
①労働基準法に規定する労働者で契約にかかる作業に従事するもの
②いわゆる「一人親方」
（２）特定業務委託契約
　労働基準法に規定する労働者で契約にかかる作業に従事するもの
５．作業報酬の下限額
（１）特定工事請負契約　　市が工事費の積算に用いる公共工事設計労務単価
（２）特定業務委託契約　　生活保護法に規定する公正労働大臣が定めた額（川崎市基準）
６．作業報酬審議会
（１）作業報酬下限額委、及び契約に関する施策に係る重要事項について、市長の諮問
に応じ、調査審議する
（２）委員の数　5名
（３）委員の構成：学識、労働者、事業者
７．市出資法人等に対する取り扱い
　　市出資法人（市長が指定する法人）、PFIの事業者が行う契約にあたっては、市に準
　ずるよう努めなければならない。
８．特定工事請負の運用
（１）対象労働者の氏名、職種、従事時間、作業報酬額の支払日等記載した台帳の作成と
事業場に備え付け
（２）台帳の写しの市長への提出
（３）必要事項についての労働者への周知（掲示又は交付）
（４）労働者の申し出に対する誠実対応
（５）受注者の作業報酬支払い義務
（６）不利益取り扱いの禁止
（７）市による資料提出・立入調査の応諾義務
（８）受注者による是正措置と市への報告
（９）契約の解除
（10）契約解除による損害賠償の市側の免責
９．条例の施行
（１）条例の施行は、2011（平成23）年4月1日
（２）審議会の施行は、2011（平成23）年３月1日
